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研究成果の概要（和文）： 
 本研究は、家庭科教育において生徒の問題解決リテラシーの育成を図るためには教師自らの
問題解決リテラシーへの理解と授業構想力が重要であるとの認識をもとに、まずこの点で先進
的な取り組みの見られる米国・北欧の問題解決リテラシー理論について、学校現場での具体的
な展開も含めて調査し分析した。また我が国の家庭科教師の問題解決学習への意識と実践の現
状について、質問紙調査、ヒアリング調査をもとに検討した。教師の問題解決学習への関心は
高いが、方法・内容の理解は十分とはいえず、指導に困難を抱えており、研修の場も乏しいこ
とが明らかになった。これらの知見をもとに、教師教育の一環として教員免許法更新講習にお
いて、問題解決リテラシーの理解と授業力の向上を目指した学習プログラムを開発し、実践し
た。終了後の受講生の評価は高く、授業観察や受講生の記述の分析からプログラムの可能性と
有効性が確認された。 
 

研究成果の概要（英文）：The purposes of this study are to analyze the curriculum structure 

of problem-solving learning and to empower teacher literacy in planning lessons focusing 

on problem solving. The main items and findings of the research are as follows: 1) analysis 

of the curriculum structure and lesson practice of the Practical Reasoning Process in 

the U.S. and Sweden; 2) gauging the consciousness of problem solving lessons of Home 

economics teachers through questionnaires and interviews; and, 3) development, 

implementation and validation of teacher education programs for the purpose of empowering 

teacher literacy in problem solving. Teachers’ evaluation of these pilot programs was 

very favorable, revealing the effectiveness and potential of these programs. 
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１．研究開始当初の背景 
 今世紀に入り、グローバル化の一層の進展

のなかで政治、経済をはじめ身近な生活問題

までも地球規模での影響を受け、国や社会は

複雑に絡まり合った問題の解決に迫られて

いる。 
 こうした問題の解決にかかわる人材の育

成への社会的要請を背景として、OECD は、

1990 年代以降、学際的な取り組みの中で

PISA 型リテラシーやキー・コンピテンシー

を提示してきた。これらの学力観、能力観が

共通に目指そうとしているのは、「現実の問

題に直面した時、その解決のために知識を動

員して推理する論理的な思考力と実践力」、

すなわち総合的な問題解決リテラシーの獲

得である。 
 我が国では、学力論はいわゆるアカデミッ

ク教科の問題に修練されがちであるが、本来、

全ての教科で、生徒に問題解決リテラシーを

育む学習理論と実践に取り組む必要があろ

う。この取り組みを実現するためには、何よ

りも教師自身が問題解決理論に対する理解

を深め、授業を構想する力量をつけることが

重要である。 
 家庭科には、消費、福祉、家族、環境が学

習題材に含まれており、生活を改善・解決す

る力、すなわち問題解決リテラシーを育むこ

とが重要な教科目標のひとつである。そこで、

教師教育に視点を宛て、現場教員が新しい理

論を学び実践力を獲得するための学習理論

として、前述の「実践的推論プロセス」に着

目し、学習プログラムの開発と評価を目ざす

ものである。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、家庭科教育における問題解決リ
テラシーの育成を視点として、以下の３つの
研究を行うことを目的としている。 
（１）米国、北欧の問題解決リテラシーを育
む学習理論を、その具体的な展開も含めて検
討する。 
（２）学校現場で実施されている家庭科の問
題解決的な学習の現状と、それを指導する教
員の課題を把握し、教員に求められる力量に
ついて検討する。 
（３）家庭科教師の養成と研修にかかわって、
問題解決リテラシーを培う授業内容と方法
について検討し、学習プログラムを開発する。 
 
３．研究の方法 
上記それぞれについて以下の方法で研究

を行なう。 
（１）米国、北欧の問題解決リテラシーにか

かわるカリキュラムや理論について、現地調
査を行い、家庭科教育研究者、教師へのヒア
リングと資料収集を実施する。特に米国で開
発された「実践的推論プロセス理論」に視点
をあて、その内容を分析するとともに、授業
の実際について検討する。 
（２）家庭科教員対象の質問紙調査を行って
実態を把握するとともに、問題解決的な学習
を実施している小・中・高校の教員へのヒア
リング調査を実施し、学習内容および教授法
の特徴、可能性、課題について検討する。 
（３）各大学で実施される家庭科教員対象の
免許更新講習のなかで、問題解決リテラシー
を培う学習プログラムを開発・実践し、その
効果を検証する。 
 
４．研究成果 
（１）米国、北欧の問題解決リテラシーとそ
の実際について 
[目的] 生活問題を学習題材として、生活を
改善・解決する力、すなわち問題解決リテラ
シーを育むことは、家庭科の目標のひとつで
ある。米国では、問題解決リテラシーを育む
学習理論として「実践的推論プロセス
（practical reasoning process）」が開発さ
れてきた。オハイオ州は、この理論に基づく
カリキュラム開発とその実践の普及に積極
的に取り組んできた州の 1つである。本研究
では、米国の実践的推論プロセスの理論的解
明をベースとしながら、実際の授業のなかで
具体的にどのように展開されているのか、ま
た、授業実践と実践的推論プロセス理論はど
う関係するのかについて明らかにした。 
[方法] 
１）オハイオ州の Bellefontaine 高校にて 
2009 年 10 月１日に、授業参観 
２）授業者 Marrybeth Matsem 氏（家庭科教 
師）へのヒアリング 
３）高校家庭科教師用に開発･刊行されたオ 
ハイオ州家庭科カリキュラムガイドブック 
｢仕事と家族生活プログラム（WORK AND 
 FAMILY LIFE PROGRAM）｣をもとに、授業と 
実践的推論理論との対応の分析 
[結果および考察] 
１）授業の概要 
①日時：2009 年 10 月 1 日、1 コマ（80 分） 
②対象：高校 1 年生 25 名（男子 15 名･女子
10 名） ③科目（講座）：新入生セミナー「人
間関係プロジェクト」“Freshman Seminar；  
Relationship Project”（高校 1 年生必修） 
④単元名：人間関係単元における実践的問題
解 決 （ Practical Problem Solving in 
Relationship Unit） ⑤ねらい：REASON モ
デルを用いて個人の問題を解く ⑥授業の
流れ：少女が自分の自殺未遂を振り返るスト
ーリーを教師が紹介する。何が問題か、どん
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けるのが困難」と回答した。 
 学習時間の保障や授業スキルの修得によ
って、問題解決的な学習実践を促進させる
可能性が示唆された。 
②問題解決的な学習の効果 
実践経験者の自由記述の回答から、学習

者に関連する学習効果として、「自主的・主
体的・意欲的」に「考える・工夫する・ア
イデアを出す・解決する」ことが確認され
た。授業者に関連する学習効果としては、
「生徒理解」「生活実態の把握」などが確認
された。 
③実践上の困難 
 実践経験者に、何を困難と感じているの
か尋ねたところ（M.A.）、7 割近くが、「主
体的な取組み」と「考えさせる」ことと回
答し、「共同的な学びを組織すること」や「評
価の仕方」も 6 割以上が困難と回答した。
「学習時間が不十分」「動機付け・目的意識
のもたせ方」を困難と感じていた教員も過
半数を占めた。 
④実践する上で必要な事項 
 回答者全員に尋ねた結果(M.A.)、約 3 分
の 2 が「教材開発」を挙げ、6 割弱が「授
業時間数の確保」を実践上必要と認識して
いた。また 4 割前後の教員が、「研修への
参加」「授業協力者の確保」を必要とした。 
 問題解決的な学習を実践する上でのニー
ズとしては、教員に対するエンパワーメン
ト及び周辺環境の整備が重要であることが
明らかとなった。 
２）ヒアリング調査結果より 
①問題解決的な学習の認識について 
問題解決的な学習は、「既成概念を問い直

すことで問題状況を自覚させる」「問題の存
在に気づかせるところがポイント」であり、
「葛藤しながら多様な視点を身につけてい
く」「生徒とともに授業をつくりながら進め
ていく」ものとして捉えていた。 
②実践した問題解決的な学習のポイント 
「探究する場・体験的に試す機会を保証す
る」「生活感覚を軸におく」「解決のための
選択肢は多様に提示し、意思決定するまで
のプロセスの重要性を伝える」「子どものリ
アルな生活場面を具体的に題材として取り
上げる」「問いを重ねながら児童・生徒を追
い込み、どうすればよいか考えさせる」な
どの発言があった。 
③問題解決的な学習の効果 
「他者と関わり学び合うことで学習が深化
する」「失敗経験や試し活動によって探究の
目的が明確化し、意欲的・主体的な学びに
つながる」「グループ学習によって多様な価
値を認め合える」など、多様な学習効果が
挙げられ、多くの可能性を見出していた。 
④問題解決的な学習の課題 
「時間の確保」「探究活動ではインターネッ

トリテラシーが不可欠」「生徒の関心の方向
性をキャッチする」などが挙げられた。 
[今後の課題] 
 2 つの調査結果を反映させた教員養成カ
リキュラム及び教員に対するエンパワーメ
ントプログラムを開発・試行・検討し（次
項目参照）、その成果を評価・提案すること
が今後の課題である。 
 
（３）問題解決リテラシーを育む教師教育に
焦点を当てた学習プログラムの開発 
[目的]  
 家庭科教育を通して生徒に問題解決リテ
ラシーを育むには、何よりも教員自身が問題
解決に対する理解を深め授業を構想する力
を付けることが重要である。しかしながら現
実には、多忙な教員がそれらについて学び実
践力を獲得するための学習の場は少なく、学
習理論の蓄積も十分とはいえない。そこで、
教員が問題解決リテラシーや授業構想力を
獲得するための貴重な場として、免許状更新
講習を位置づけ、学習プログラムの開発と実
践を試みた。受講生の取組みや評価の分析を
通して、教員の力量形成に有効な学習プログ
ラムの要件について省察することを目的と
した。 
[研究方法]  
 2009-2011 年度の 3 カ年にわたり、福井大
学、大阪教育大学、金沢大学の家庭科教員対
象の免許更新講習において、問題解決リテラ
シーをテーマとした学習プログラムを構想
し実施した。本稿では、このうち、特に 3 カ
年ほぼ同様の 12 時間連続の学習プログラム
を実施できた福井大学について、その取り組
みを報告する。実施時期は各年とも 8 月上旬
の 2 日間で、3 カ年の受講人数は、小・中・
高校、特別支援学校で家庭科を担当する計  
31 名である。  
[プログラムの概要]  
 学習プログラムは、3~5 名のグループ活動  
と個人学習を組み合わせ、以下のような 6 部
構成とした。 
Ｉ部(2.5ｈ)：家庭科教員が抱える問題につい

て学校段階での現状把握と分析。各自がブ
レーンストーミングで問題を出し合い、グ
ループごとにＫＪ法で図解を完成し全体
会で発表、共有化。 

Ⅱ部(2.5h)：講義をもとに学力論、能力論、
問題解決リテラシー、実践的推論プロセス
にもとづく問題解決型学習授業の構造・特
徴についての理解を深める。 

Ⅲ部(1h＋家庭学習)：問題解決型授業のテー
マ決めと枠組みの構想。Ⅳ部(3h)：各自の
構想をもとにグループでの授業案の設計
と模擬授業の準備。Ｖ部(2h)：グループご
との発表と振り返り。 

Ⅵ部(1ｈ)：受講生による学習プログラム全体
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④綿引伴子・荒井紀子・鈴木真由子、実践的
推論プロセスを取り入れた授業実践―オハイ
オ州 Bellfontaine 高校「人間関係プロジェク
ト」の実践をもとに、平成 24 年度日本家庭
科教育学会例会、2011.11.12、聖心女子大学 
 
[図書]（計 3 件） 
①荒井紀子・鈴木真由子・綿引伴子 他 21名、
教育図書、子どもの思考を育む家庭科の授業、
教育図書、2000、全 144p（執筆担当：荒井
6-9、33-40、94-103、鈴木 14-23、40-42、
綿引 30-32、53-58） 
②中山あおい、石川聡子、鈴木真由子他 3名、
新曜社、シティズンシップへの教育、2010、
全 206p（執筆担当：鈴木 123-153） 
③荒井紀子・鈴木真由子・綿引伴子 他 10名、
大修館書店、パワーアップ家庭科―学びつな
がり発信する、2012、全 208（執筆担当：荒
井 8-24、94-103、137-139、142-148、198-202、
鈴木 104-109、113-115、131-133、159-165、
綿引 67-72、116-119、124-126、139-141、 
166-177） 
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